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施設・設備の修繕
（改修を含む）

市の承認を得て取得する軽微なもの（基本１０万
円以下）及び指定管理者が任意に取得するもの

指定管理者が作成した書類の誤りによるもの

臨時休館による損失 管理上の瑕疵による臨時休館等の損失

備品の取得

市が取得した備品の毀損滅失によるもの

市の承認を得て取得する上記以外のもの

政治・行政的理由により、施設管理・運営業務の
継続に支障が生じた場合、又は指定管理業務
の内容変更を余儀なくされた場合の経費及びそ
の後の当該事情による増加経費負担

施設・設備の
点検と清掃

施設及び設備の清掃作業

施設及び設備の点検（行政庁への報告が定めら
れている場合はそれを含む）

上記以外のもの

負担者

市が作成した募集要項等の書類の誤りによるもの

金利変動

物価変動

金利の変動に伴う経費の増加

種類 内容

書
類

作成書類の誤り

セキュリティ

指定管理者の警備不備による情報漏洩、犯罪
発生等

上記以外のもの

政治・行政的理由に
よる事業変更

一般的な税制変更

本市の責めに帰すべき事由によるもの又は資本
的支出により資産を形成するもの

指定管理者の責めに帰すべき事由によるもの

人件費・物品等の物価変動に伴う経費の著しい
増加（光熱水費を除く）

当初の需要見込みと実際の需要に差異が生じ
たことによる損失

需要変動

≪解決の順位≫
①指定管理者が加入する
　損害賠償保険による
②指定管理者の管理不行
　き届きの場合は上段同様
③保険適用が無く、正常な
　管理下の場合は経年劣化
　と同様

第三者の行為で相手方が特定できないもの

光熱費の変動 光熱水費の変動に伴う経費の増加

小規模なもの（基本３０万円以下）

制
度

法令等の変更

税制度の変更

施設管理・運営に影響を及ぼす法令変更

施
設
・
設
備
の
維
持
管
理
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＊１　・・・　大幅な変動（１０％以上）に伴い収益の大幅な増減が見込まれる場合は、市と指定
管理者が協議の上、分担方法を定める。

＊２　・・・　市と指定管理者が協議の上、分担方法を定める。

＊３　・・・ 指定管理料は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１１条の規定による措置
事務の実施に係る指針の一部改正（平成１８年４月１２日付厚生労働省老健局長
通知）に基づき定められた老人保護措置費支弁基準による事務費分については
入所定員、生活費については入所実数により支払う。

＊４　・・・ 不可抗力により指定管理者に損害又は増加費用が発生した場合、当該損害又は
増加費用については、合理性の認められる範囲で市が負担する。
損壊復旧に係る費用を指定管理者が付保した保険により補填された場合にあっては、
当該補填された金額相当分について、市の負担に含まれないものとする。

＊５　・・・　大規模災害により、市災害対策本部より福祉避難所として開設された場合は、
災害救助法に基づく。　

指定管理者としての義務を怠ったことにより損害
を与えた場合

上記以外の事由により損害を与えた場合

周辺住民及び施設
利用者への対応

事業終了時の費用
指定期間が終了した場合又は期間途中におけ
る業務を廃止した場合における事業者の撤去費
用

災害時対応
災害時対応（待機体制の確保、被害調査、報
告、応急処置等）

社
会

災
害
等

不可抗力

暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、騒乱、暴
動その他の市又は指定管理者のいずれの責め
にも帰すことのできない自然的又は人為的な現
象に伴う施設・設備の復旧費及び業務不履行に
よる損害

地域との協調

指定管理業務の内容に対する施設利用者から
の苦情、要望

上記以外の市政全般への苦情、要望

第三者への賠償


